
150

の在り方等）や優れたバリアフリー対応建築物

の具体例の紹介を加えた建築設計標準の普及を

推進している。

窓口業務を行う官署が入居する官庁施設につ

いて、高齢者等すべての人が円滑かつ快適に施

設を利用できるよう、窓口業務を行う事務室の

出入口の自動ドア化、多機能トイレの設置等に

よる高度なバリアフリー化を目指した整備を推

進している。

また、既存施設について、自動ドア、エレベ

ーター等の改修を積極的に実施している。

エ　福祉施策との連携

高齢者に配慮したまちづくりを一層効果的に

推進していくため、福祉施策との連携を図りつ

つ、施策を展開している。

大規模な公共賃貸住宅の建て替えに際して、

社会福祉施設等の併設を原則化しているほか、

高齢者等が利用する社会福祉施設を中心市街地

等の利用しやすい場所に適正に配置するため、

市街地再開発事業等において社会福祉施設等を

一体的に整備する場合、補助の上乗せを行って

いる。

農山漁村においては、ほ場整備等による福祉

施設の用地の創出、農園等との一体的整備を行

った。

オ　ユニバーサルデザインの考え方を踏まえた

バリアフリー施策の推進

高齢者、障害者のみならず可能な限りすべて

の人を対象に想定し、「どこでも、だれでも、

自由に、使いやすく」というユニバーサルデザ

インの考え方で、公共交通機関や主な駅周辺等

の歩行空間、病院等の不特定多数の方が利用す

る建築物等に関するバリアフリー施策を総点検

し、今後の社会資本整備、公共交通行政分野に

おける取組方針を「ユニバーサルデザイン政策

大綱」として平成17年７月に公表した。

今後、本大綱に基づき、すべての人々が安心

して生活できるよう、公共施設等のバリアフリ

ー環境の整備を一層推進していくこととしてい

る。

その一環として、公共交通機関や建築物等の

バリアフリー化、一定の地域内におけるこれら

の施設等及びこれらの間の経路の一体的・連続

的なバリアフリー化を促進し、バリアフリー施

策を総合的に展開するため、「高齢者、障害者

等の移動等の円滑化の促進に関する法律案」を

第164回国会に提出した。

（3）交通安全の確保と犯罪、災害等からの保護

ア　交通安全の確保

「第７次交通安全基本計画」（平成13年３月

中央交通安全対策会議決定。計画期間：13～

17年度）、「本格的な高齢社会への移行に向けた

総合的な高齢者交通安全対策について」（平成

15年３月交通対策本部決定）及び「社会資本整

備重点計画」（平成15年10月閣議決定。計画期

間：15～19年度）に基づき、①高齢歩行者、

高齢自転車利用者等の交通安全対策、②高齢運

転者の交通安全対策、③市民参加型の交通安全

活動の推進及び高齢者保護の強化を重点とし

て、ユニバーサルデザインに対応した道路交通

環境等の整備、車両安全対策による歩行者保護

等、交通事故実態の調査分析等に基づいた参

加・体験・実践型の交通安全教育及び広報啓発

の徹底、高齢運転者に対する講習等の充実、他

の世代の運転者に対する働きかけ等の対策を推

進するとともに、高齢者交通安全指導員（シル

バーリーダー）の資質向上と活性化を含め、地

域社会、家庭、学校等における交通安全対策を

推進している。また、平成18年３月に、中央
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交通安全対策会議において「第８次交通安全基

本計画」（計画期間：18～22年度）を決定した。

イ　犯罪、人権侵害、悪質商法等からの保護

高齢者を犯罪や事故から保護するため、交番、

駐在所の警察官を中心に、巡回連絡等を通じて

高齢者宅を訪問し、困りごとや要望、意見等を

把握するとともに、必要に応じて関係機関や親

族への連絡を行うほか、認知症等によってはい

かいする高齢者を発見、保護する体制づくりを

地方公共団体と協力して推進している。

また、高齢者を対象とする悪質商法等の取締

りを推進するとともに、悪質商法等からの被害

防止に関する広報・啓発、防犯教室の開催及び

悪質商法等に関する相談活動を行っている。

高齢者の被害が多いいわゆるオレオレ詐欺・

恐喝については、その取締りを強化するととも

に、被害実態に応じたきめ細やかな広報や、金

融機関の協力を得ての犯行に使用された口座の

凍結などに努めている。その結果、平成17年

の被害状況は、前年に比べ、認知件数で53.9％、

被害総額で32.8％それぞれ減少した。

そのほか、全国で高齢化が進んでいる90地

区を「平成17年度長寿社会対策パイロット地

区」に指定し、これらの活動を強化した。

なお、住宅リフォームに関する訪問販売など

において、悪質な事業者が高齢者を狙い、次か

ら次へと契約させるなど、手口が悪質化してい

ることから、高齢者や民生委員・ヘルパーなど

の高齢者の周りの人々への啓発等が重要となっ

ている。

このため、高齢者及び民生委員・ヘルパーな

どの高齢者の周りの人々に対して、消費者問題

に関する啓発と対処策の学習を促進するため

に、「消費者問題出前講座」を全国各地の公民

館等の施設において実施した。

また、高齢者の消費者トラブルの防止等を図

るため、高齢福祉団体などが参加した「高齢消

費者見守りネットワーク連絡協議会」を開催し、

高齢者の消費者トラブルに関して情報を共有す

るとともに、民生委員・ヘルパーなどの高齢者

の周りの人々に対して悪質商法の新たな手口や

対処の方法などの情報提供等を行う仕組みの検

討を行っている。

高齢者を虐待等の人権侵害から保護するた

め、人権尊重思想の普及・啓発及び人権相談体

制の充実を図るほか、家庭や施設における高齢

者に対する虐待、家族や訪問販売業者等による

高齢者の財産権の侵害等、高齢者を被害者とす

る人権侵害について、人権相談及び人権侵犯事

件の調査・処理を通じ、その被害の救済に努め

ている。

また、判断能力の低下した認知症高齢者等の

消費者トラブルを未然に防止するため、市町村

長による成年後見申立てについて手続きの簡素

化を行い、成年後見制度の利用促進を図った。

介護保険制度改正により、平成18年４月以

降設置される「地域包括支援センター」が、支

援を必要とする高齢者の実態把握や虐待への対

応など、高齢者の権利擁護や総合相談窓口の業

務を円滑に行うことができるよう、センター職

員向けのマニュアル作成や職員予定者への研修

を実施した。

ウ　防災施策の推進

災害時に高齢者が大きな被害を受けやすいこ

とを踏まえ、病院、老人ホーム等の施設を守る

土砂災害対策の重点的な実施、高齢化率の特に

高い地域等が激甚な 水害、土砂災害を受けた

場合の災害防止等を実施した。また、高齢者等

災害時要援護者を津波、高潮等の海岸災害から

守るため、安全情報伝達施設の整備や既存施設
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のバリアフリー化を推進した。さらに、災害時

における高齢者等災害時要援護者の円滑かつ迅

速な避難を確保するため、平成17年の「水防

法」（昭和24年法律第193号）及び「土砂災害

警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律」（平成12年法律第57号）の一部改

正により、浸水想定区域内又は土砂災害警戒区

域内の高齢者等災害時要援護者が利用する施設

への洪水予報等又は土砂災害情報等の伝達方法

を市町村地域防災計画に定めることとなった。

「消防法及び石油コンビナート等災害防止法

の一部を改正する法律」（平成16年法律第65号）

の施行（平成18年６月１日）に向けて、積極

的に住宅用火災警報器等の広報・普及促進に努

めるとともに、「住宅防火基本方針」（平成13

年４月消防庁策定）に基づき、高齢者が過半を

占める住宅火災による死者の低減を図るため、

訪問防火指導等を行った。

平成18年１月８日に発生した「やすらぎの

里さくら館」火災等を踏まえ、認知症高齢者グ

ループホーム等に係る消防用設備等、防火管理

等の在り方について検討し、結論を得た。また、

防災基盤整備事業の一つとして災害時要援護者

緊急通報システムの普及に努めた。

災害時における高齢者等災害時要援護者の避

難対策については、福祉部局と連携した情報共

有や実践的な訓練の実施等，地域の実情に応じ

たシステムづくりを支援した。また、「災害時

要援護者の避難支援プラン策定モデル事業」と

して、先進市町村の事例を紹介することによっ

て、市町村の避難支援計画の策定を支援してい

る。

また、高齢者等の災害時要援護者の避難対策

を進めていくため、有識者からなる検討会を立

ち上げ、避難所での支援とともに、保健師、看

護師、介護保険制度関係者等の様々な関係機関

等の間の連携について検討を進め、市町村を中

心とした取組方策を取りまとめる。併せて、昨

年取りまとめたガイドラインを改正し、新たな

検討成果を盛り込んだ。

（4）快適で活力に満ちた生活環境の形成

ア　快適な都市環境の形成

誰もが身近に自然とふれあえる快適な環境の

形成を図るため、歩いて行ける範囲の公園の整

備など、都市公園等の計画的な整備を行ってい

る。

また、良好な水辺空間の整備を行うことによ

り、河川、海岸等は、高齢者にとって憩いと交

流の場として重要な役割を果たしている。

イ　活力ある農山漁村の形成

（ア）高齢者の能力発揮のための条件整備

「食料・農業・農村基本法」（平成11年法律

第106号）に基づき、新たに策定された「食

料・農業・農村基本計画」（平成17年３月閣議

決定）を踏まえ、意欲のある高齢農業者が、そ

の知識と技能をいかしつつ、生きがいをもって

活動できるよう、高齢農業者による新規就農者

や担い手への支援、都市との交流、農地や農業

用水などの地域資源の保全管理、高齢者活動支

援施設等の整備を促進した。

また、高齢者の持つ経験や能力をいかし、森

林の利用に関する社会参画を促進するため、森

林環境教育活動について、指導者情報の提供な

どの条件整備を行った。

（イ）新たな担い手の定着及び育成確保の推進

地域の次代を担う若年層の定着化を図るた

め、地域の基幹産業の振興、多様な就業機会の

確保に取り組んだ。

また、新たな担い手の育成確保を図るため、
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啓発活動、就業相談、研修等を実施するととも

に、農業・林業・水産業に新たに就業する際の

準備資金や研修資金の貸付けを行った。

（ウ）生活環境の整備の推進

農山漁村の健全な発展と活性化を図るため、

農山漁村地域の農林水産業生産基盤と生活環境

の一体的・総合的な整備を推進し、都市にも開

かれた美しくゆとりある農山漁村空間の創出を

図った。

また、農山漁村における農業施設等のバリア

フリー化等の整備などを行った。

そのほか、漁村の生活環境、交流、情報通信

等の社会基盤を地域特性に応じて整備した。
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コラム�

「バリアフリー化への取組」

07

ア　公共交通機関におけるバリアフリー化への取組

福岡市交通局では、平成17年2月開業した「福岡市地下鉄七隈
ななくま

線」（橋本～天神南、12km）につ

いて、高齢者や障害者など誰もが利用しやすく、「人にやさしく、地域に根ざした公共交通機関」を

目指し、開業前から高齢者等からのヒアリングや障害者団体との意見交換を行うなど、多岐にわたる

意見を聴取し、トータルデザインに反映させて整備を進めた。

具体的には、高齢者や障害者が移動しやすいよう、全駅にエレベーターを設置している。また、高

齢者がつまずいたりせず、車椅子でもスムーズに乗降できるよう、すべての駅ホームを直線にするこ

とにより、ホームと車両との間の隙間、段差の解消を図った（車両との隙間は５～６cm、段差は５

mm程度）。

さらに、コンコースや連絡通路の壁に手すりを設置するとともに、階段の両側に２段手すりを設置

した。

なお、列車との接触事故やホームからの転落事故を防止するため、全駅に可動式ホーム柵を設置す

るなど、安全対策に努めている。

【公共交通機関におけるバリアフリー化については、第２章第３節４（２）イ「公共交通機関のバ

リアフリー化、歩行空間の形成、道路交通環境の整備」を参照。】

（第４回バリアフリー化推進功労者表彰　内閣府特命担当大臣表彰受賞）
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イ　大規模商業施設におけるバリアフリー化への取組

平成12年11月にオープンした「イトーヨーカ堂・木場店（東京都江東区）」では、小さな子ども

から高齢者に至るまで誰にでも安全・安心に利用できるユニバーサルデザインによる店づくりを進め

ている。

通路は、車いすが十分に余裕をもって

すれ違えるだけのスペースが確保されて

いるほか、トイレも車いすのまま利用で

きるようになっている。

また、手が届きやすいよう陳列棚を低

めにするなど、高齢者の視点に立った応

対に努めている。

同店は、バリアフリーをもう一歩推し

進め、高齢者や障害者だけでなく一般利

用客にとっても利用しやすい「ユニバー

サルデザイン」のモデル店舗として位置

付けられており、食料品についても、高

齢者が食べる量に合うよう、バラ売りや

少量サイズの品揃えの充実を図っている。

ある社員は「今は、おいしいものを少

しずつ食べたいという、高齢者を始めと

したお客様のニーズにお応えする品揃え

に努めています。」と語る。

その後、新設された店舗はすべて同店

の店舗設計に倣っている。

【建築物のバリアフリーについては、第２章第３節４（２）ウ「建築物・公共施設等の改善」を参照。】

（スペースが確保された通路）

（少量から選べる品揃え）
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昭和22（1947）年から24（1949）年の第一次ベビーブームに生まれたいわゆる「団塊の世

代」が、平成19（2007）年から一斉に退職期を迎える。人口減少などに悩む一部の自治体では、

こうした「団塊の世代」の移住をすすめることで、地域の活性化を図ろうとする動きがみられる。

北海道庁では、平成16年度に、首都圏等に住む「団塊の世代」などを対象として、北海道への移

住に関する意識調査を行った。その結果、北海道に「住んでみたい」、「一時的に住んでみたい」とし

た人が約５割、「季節や期間限定であれば住んでも良い」とした人も含めると全体の約８割が道内へ

の移住に高い関心が寄せられていることが分かった。

このため、平成17年度からは、「北の大地への移住促進事業」を立ち上げ、道内の市町村及び民間

企業と連携して、「団塊の世代」の移住促進対策を始めた。

平成17年10月には、首都圏での「移住フォーラム」を開催したほか、テレビや新聞、雑誌など

のメディアを通じて、退職後の移住先としての北海道のＰＲ活動を行った。また、移住者を受け入れ

る市町村の具体的な情報を提供するため、専用のホームページを設け、これらの地域の生活情報など

を発信している。

さらに、平成17年中には、民間企業に委託して「お試し暮らしツアー」も実施した。短期間での

募集となったが、短期滞在型（３泊４日程度）のツアーには19組30名、長期滞在型（３週間～１

ヶ月程度）には13組28名の申し込みがあり、いずれも参加者の好評を得ている。

道庁では、平成19年～21年の３年間で、無職の3,000世帯（毎年1,000世帯）が、60歳で

完全移住した場合、その生涯を通じて約5,700億円の経済波及効果があると試算している。

今後の課題について、道庁の担当者は、「今いる住民が暮らしやすい街づくりをすすめることが、安

心して移住できる街づくりにもつながる」とした上で、「公共サービスの充実にも限界があり、不動

産のあっせんや生活支援サービスの提供などでは民間企業等によるビジネスの展開も不可欠。また、

コミュニティでの活動を活性化して、地域ぐるみの受け入れ体制を整えることも重要」としている。

こうした「団塊の世代」の移住をすすめようとする取組は、青森県や新潟県など、他の自治体でも

活発化しており、今後、全国的に広がっていくことが予想される。

「首都圏等からの移住」
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「調査研究等の推進」については、高齢社会

対策大綱において、次のような方針を示してい

る。

科学技術の研究開発とその活用は、高齢

化に伴う課題の解決に大きく寄与するもの

であることから、高齢者に特有の疾病及び

健康増進に関する調査研究、高齢者の利用

に配慮した福祉用具、生活用品、情報通信

機器等の研究開発など各種の調査研究等を

推進するとともに、そのために必要な基盤

の整備を図る。

（1）各種の調査研究等の推進

ア　高齢者に特有の疾病及び健康増進に関する

調査研究等

認知症、悪性新生物（がん）等の高齢期にか

かりやすい疾患については、長寿科学総合研究

事業等において研究を推進している。

平成17年度においては、長寿科学総合研究

において、高齢者に特徴的な疾病・障害の予防、

診断及び治療並びにリハビリテーションについ

て研究を実施した。また、高齢者を支える基盤

としての介護保険制度にも着目し、介護ケアの

確立、高齢者の権利擁護等の社会科学的検討及

び保健・医療・福祉政策の連携方策に関する研

究を行い、総合的な長寿科学研究を積極的に推

進した。また、18年度を目途とした介護保険制

度改革を目前に控えていたため、効果的な介護

予防プログラムの開発、介護支援機器の開発等

に重点的に取り組んだ。

また、がんについては、平成16年度からの

「第３次対がん10か年総合戦略」に基づき、第

３次対がん総合戦略研究等において、がんのさ

らなる本態解明を進めるとともに、基礎研究の

成果を着実に新たな治療法につなげる橋渡し研

究（トランスレーショナル・リサーチ）を推進

した。さらに、がんの臨床研究・疫学研究の新

たな展開により革新的な予防、診断、治療法の

開発を進めるとともに、根拠に基づく医療の推

進を図るため、効果的な医療技術の確立を目指

し質の高い大規模な臨床研究を推進した。

生活習慣病や慢性疾患については、創薬等ヒ

ューマンサイエンス総合研究において、画期

的・独創的な医薬品等の創製のための技術開発

を行うとともに、医療現場のニーズに密着した

医薬品の開発及び長寿社会に対応した保健・医

療・福祉に関する先端的基盤的技術開発に関す

る研究を推進するなど、各研究事業を行った。

また、平成15年４月に、ヒトの遺伝情報で

あるヒトゲノムの精密解読が完了したことを踏

まえ、我が国の強みをいかして、複雑な生命機

能の解明や、画期的な創薬の実現につながる成

果等が期待されるゲノムネットワーク研究等の

基礎的・先導的な研究を引き続き積極的に推進

した。先端的基盤開発研究においては、高血圧、

糖尿病、がん、認知症等の疾患の原因や、薬剤

に対する反応についてヒトゲノム段階での個人

差を明らかにし、患者にとってより安全・安心

な医療技術を提供することを目的として、個人

個人にあった予防・治療を可能とする医療（テ

ーラーメイド医療）の実現に向けた研究を行う

とともに、自己修復能力を利用した骨、血管等

の再生医療の実現などに向けた研究を推進し

た。

また、平成17年度より、生物を構成するタ

ンパク質などの様々な分子の挙動を生きた状態

のまま画像としてとらえることを可能にし、腫

瘍診断及び脳機能の解明につながる成果等が期

待される分子イメージング研究を新たに開始し

た。

調査研究等の推進5
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イ　福祉用具等の研究開発

高齢者等の自立や社会参加の促進及び介護者

の負担の軽減を図るためには、高齢者等の特性

を踏まえた福祉用具や医療機器等の研究開発を

行う必要がある。

福祉機器に関しては、使用者ニーズに対応す

る新しい技術の可能性（シーズ）に関する調査

を行っている。

また、「福祉用具の研究開発及び普及の促進

に関する法律」（平成５年法律第38号）に基づ

く「福祉用具の研究開発及び普及を促進するた

めの措置に関する基本的な方針」（平成５年厚

生省、通商産業省告示第４号）に沿って、福祉

用具の実用化開発を行う事業者に対する助成や

研究開発を行うために必要な情報の収集・分析

及び提供を実施している（表２－３－44）。

医療機器に関しては、老化等により失われた

身体の機能を代替・補完する人工臓器、高齢者

等でも軽い負担で治療が受けられる機器、患者

のQOL（生活の質）を高める機器等の研究開

○就労支援分野（就労、職業訓練など）�
・身体障害者用自動車運転旋回用グリップ�
障害のある人が片手で自動車の運転操作をしやすいようにスイッチ等を１か所に集中させたハンドルグリップ�

・発声発語訓練システムの普及版装置�
５つのセンサーで発声状態（特徴）を検出し、発音の違いが一目でわかるよう視覚的に比較できる練習システム�

�
○自立支援分野（排泄、入浴、就寝・起床、移乗、移動など）�
・在宅高齢者向立位式排泄補助用移乗機器�
要介護者の状態に合わせて座位から立位までの任意の姿勢で使用することができる床走行型介護リフト�

・環境制御装置�
寝たままで身の回りの機器を操作できる呼吸気式スイッチ�

・携帯型画像処理機能付き電子ルーペ�
小さな文字や近づいて見ることのできない文字などを画像処理し、簡単に拡大・補正して見ることができるシステム�

�
○介護支援分野（排泄、入浴、予防、移動、監視など）�
・ケア・チェア・システム�
人間工学に基づいた長時間座っても疲れないチェア�

・高齢者用口腔ケア装置�
はみがき行為をある程度自動化した口腔ケア簡便機具�

�
○生体機能代行（補助）分野（人工臓器、義手・義足など）�
・片麻痺者のための背屈補助機能つき短下肢装具�
足間接部分の曲がりやすさを自由に調節できる装具 �

�
○その他�
・赤外線補聴器システム�
赤外線システムによって聴取条件を向上させるシステム�

・発声・筆談の困難な人向けの意志伝達装置�
身体のわずかな動作をセンサーで感知して身の回りの機器操作を可能とする装置�

・車椅子用電動ユニット�
車椅子を電動化させる補助ユニット�

・高齢者が簡単に操作できるボイスメールシステム�
高齢者が日頃使い慣れているテレビをディスプレイにして、音声及び少ないスイッチボタン、ガイダンスにより操作
できるボイスメールシステム�
・肢体不自由の重度障害者及び高齢者用インターネットコミュニケーションソフトウエア�
マウスやキーボードの代わりに身体の自由に動く部位の動作を特殊なスイッチでとらえてパソコンを操作しインター
ネット等を使ったコミュニケーションを可能とする�
�

資料：NEDO（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）及び（財）テクノエイド協会資料より作成�
�

表２－３－44 主な研究開発助成福祉用具の事例
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発を推進している。

医療福祉機器技術に関しては、最先端の産業

技術を駆使し、安全性、利便性に優れた機器の

研究開発を産学官の連携の下に取り組んでい

る。

ウ　ユニバーサルデザインの生活用品等の研究

開発

高齢化社会が進展する中で、ユニバーサルデ

ザインに象徴されるような、使用者である人間

の特性を踏まえた安全で使いやすい製品等の開

発・設計等を促進するため、人体寸法を始めと

する人間特性に関する基盤を整備している。

また、安全安心で質の高い生活を送ることの

できる社会形成に向け、高齢者を含め生活者の

視点に立った生活用品等が円滑に提供される環

境を整備するための調査研究を行っている。

このほか、高齢者の体型に適合した製品等の

開発を促進するため、人体の３次元形状計測デ

ータから自動的に寸法を算出するシステムを開

発し、寸法計測の高速・簡易・低コスト化を推

進している。

エ　情報通信の活用等に関する研究開発

情報通信等の新たな技術は、高齢者の生活の

様々な局面に利便をもたらすものと考えられる

ことから、ハード及びソフトの両面において研

究開発を推進する必要がある。

こうしたことから、高齢者等が情報通信の利

便を享受できる情報バリアフリー環境の整備を

図るため、高齢者等向けの通信・放送サービス

に関する技術の研究開発を行う者に対する助成

等を行っている。

そのほか、最先端の情報通信技術等を用いて、

運転者に対し、周辺の交通状況等をカーナビゲ

ーション装置を通じ視覚・聴覚情報により提供

することで危険要因に対する注意を促す安全運

転支援システム（DSSS）等、高齢者等の安全

快適な移動に資するITS（高度道路交通システ

ム）の研究開発を推進している。

（2）調査研究等の基盤の整備

ア　研究推進体制等の整備

国立長寿医療センターにおいて、認知症や骨

粗しょう症等の高齢者に特有な疾病に対する高

度先駆的医療の実施及び研究に取り組み、長寿

科学研究を推進した。

長寿科学総合研究事業において、老化、老年

病、リハビリテーション、支援機器及び技術評

価に関する研究を行う「老化・老年病等長寿科

学技術分野」、介護予防、高齢者の健康増進、

介護、保健サービスの評価及び社会科学に関す

る研究を行う「介護予防・高齢者保健福祉分

野」、認知症、軽度認知障害、骨折及び骨粗し

ょう症について、より効果的かつ効率的予防、

診断、治療、リハビリテーション及び介護を確

立するための研究を行う「認知症・骨折等総合

研究分野」に分けて研究を推進した。

がん対策については、研究開発された新薬、

診断・治療法等の臨床応用を迅速かつ適切に行

うため、平成17年10月に国立がんセンターに

「臨床開発センター」を設置し、その着実な運

営を進めた。

さらに、高齢者に特有の疾病や生活習慣病の

克服に関する研究の推進に不可欠な生物遺伝資

源の戦略的な収集、開発、保存、提供体制を整

備するなど、研究支援体制の充実を図っている。

大学等においては、老化等の長寿関連の研究

を行うほか、科学研究費補助金により大学等の

研究者に対し研究費を助成し、学術研究を推進

した。

独立行政法人製品評価技術基盤機構におい
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て、高齢者の視点を重視した生活用品などの研

究開発を推進するための基盤として、頸部・体

幹の硬さ特性計測手法の開発を行っている。

また、高齢者の自立を容易にする社会基盤の

整備を推進するため、バスボード及び耐圧分散

マットレスについて、工学的安全性評価手法を

開発するなど、福祉用具評価手法の開発を行う

とともに、高齢者・障害者配慮規格策定のため

の技術情報の収集、分析、体系化などの標準化

活動を行った。

イ　人材の養成等

近年の研究開発は、高度化・複雑化し、境界

領域、複合領域も拡大しており、人材の養成、

確保、資質の向上及び流動化に努めていかなけ

ればならない。

このため、将来の研究開発活動の中核を担う

創造性豊かな優れた若手研究者が、その能力を

最大限に発揮できるよう、独立行政法人日本学

術振興会の特別研究員制度、海外特別研究員制

度、外国人特別研究員制度など、大学院博士課

程修了者等の若手研究者を対象とした多様な支

援制度を推進している。




